
１ 

市民文教委員会会議録 

 

平成２４年１２月１８日（火） 

（開 会）  １０：００ 

（閉 会）  １１：２４ 

【 案  件 】 

１．議案第 ９７号  平成２４年度 飯塚市汚水処理事業特別会計補正予算（第１号） 

２．議案第 ９８号  平成２４年度 飯塚市学校給食事業特別会計補正予算（第３号） 

３．議案第１０４号  飯塚市教育事務の職務権限の特例に関する条例 

４．議案第１０６号  飯塚市立小学校設置条例の一部を改正する条例 

５．議案第１０７号  飯塚市立小中一貫校頴田校特別教室の目的外使用に関する条例 

６．議案第１０８号  飯塚市公民館条例の一部を改正する条例 

７．議案第１０９号  飯塚市立図書館条例の一部を改正する条例 

８．議案第１１０号  旧伊藤伝右衛門邸条例及び飯塚市歴史資料館条例の一部を改正する条例 

９．議案第１１７号  飯塚市廃棄物の減量及び処理の適正化等に関する条例の一部を改正する条例 

 

【 報告事項 】 

１．財政見通しについて                 （財政課・行財政改革推進室） 

２．飯塚市空き家等の適正管理に関する条例施行規則及び 

飯塚市老朽危険家屋解体撤去補助金交付要綱の制定について （市民活動推進課） 

３．消費生活センターの広域運営について              （市民活動推進課） 

４．幼稚園における個人所有の歯列矯正器具の焼失事故について      （学校教育課） 

                                           

○委員長 

ただいまから市民文教委員会を開会いたします。 

「議案第９７号 平成２４年度 飯塚市汚水処理事業特別会計補正予算（第１号）」を議題

といたします。執行部の補足説明を求めます。 

○環境整備課長 

「議案第９７号 平成２４年度 飯塚市汚水処理事業特別会計補正予算（第１号）」につい

て補足説明をさせていただきます。 

平成２４年度飯塚市一般会計特別会計補正予算書の２２３ページをお願いいたします。第

１条で、すでに定めております歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ９６万７千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１５８７万８千円と定めるものでございます。 

その主な内容につきまして、歳入歳出補正予算事業別明細書で説明させていただきます。  

２２６ページをお願いいたします。２．歳入の１款 １項 １目 汚水処理施設使用料の現年

度分につきましては、年度前半の実績に基づきまして、また、過年度分につきましては、平成

２３年度出納閉鎖に伴い平成２３年度以前分の使用料滞納金額が確定いたしておりますので、

それぞれ増額補正するものでございます。３款 １項 １目 繰越金につきましては、平成

２３年度決算確定に伴い決算余剰金を計上いたしております。 

２２７ページをお願いいたします。３．歳出の１款 １項 ２目 施設管理費の役務費及び

委託料につきましては、手数料、委託料の金額が確定したことにより、減額補正を行うもので

あります。 

また、汚水処理施設整備基金積立金につきましては、前年度繰越金の確定などに伴い余剰財

源の積み立てを行うものでございます。 

以上簡単ですが、補正予算の補足説明を終わらせていただきます。 
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○委員長 

説明が終りましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ 質疑なし ） 

質疑を終結いたします。 

討論を許します。討論はありませんか。 

（ 討論なし ） 

討論を終結いたします。 

採決いたします。「議案第９７号 平成２４年度 飯塚市汚水処理事業特別会計補正予算

（第１号）」については、原案のとおり可決することに、ご異議ありませんか。 

（ 異議なし ） 

ご異議なしと認めます。よって、本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

「議案第９８号 平成２４年度 飯塚市学校給食事業特別会計補正予算（第３号）」を議題

といたします。執行部の補足説明を求めます。 

○学校給食課長 

「議案第９８号 平成２４年度 飯塚市学校給食事業特別会計補正予算（第３号）」につい

てご説明いたします。 

補正予算書の２２９ページをお願いいたします。第１条で既定の歳入歳出予算の総額から歳

入歳出それぞれ１億３２８２万１千円を減額し、歳入歳出予算の総額を２６億８６０万９千円

とするものです。 

第２条では既定の繰越明許費の変更を「第２表繰越明許費補正」により行います。 

第３条では地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、

期間及び限度額は「第３表債務負担行為」によるものです。 

第４条では既定の地方債の変更を「第４表地方債補正」のとおり行うものです。 

第１条について「歳入歳出補正予算事項別明細書」によりその主だったものをご説明いたし

ます。歳出からご説明いたします。全科目について見直しを行い前期の実績と今後の所要額算

出による決算見込額により主に執行残等の減額補正を行っています。２３６ページをお願いし

ます。１款 １項 １目 一般管理費 職員給与費については、一般職員２人、再任用職員

３人の減により２６６５万９千円減額するものです。２目 給食事業費のうち４節 共済費

１７８万６千円及び７節 賃金５２８万４千円の増については一般職員及び再任用職員の減員

に対応するため臨時職員を増員したことによるものです。次に２３７ページの一番下ですが、

３目 学校給食賄材料費につきましては、歳入の学校給食費の収入見込額の増額及び前年度繰

入金を計上したこととの関連で小学校１５２９万３千円、２３８ページの中学校９７１万１千

円、幼稚園１６万８千円の増額となっています。１款 ２項 施設整備費 １目 施設整備費

は総額で１億３４９０万円の減額となっています。これは契約額確定による不用額を減額補正

するものです。そのうち、２３９ページの説明の下から２番目の潤野・蓮台寺・鎮西小中学校

自校式給食施設整備事業費用地購入費３９１万２千円は、新規で同事業に要する用地購入費の

うち施設規模による按分金額を計上しています。 

次に歳入についてご説明いたします。２３４ページをお願いいたします。上から４番目の表

になりますけれども、５款 １項 １目 繰越金２４８９万３千円は前年度繰越金を補正増額

するものです。２３５ページをお願いします。６款 諸収入 １項 雑入 消費税還付金は学

校給食特別会計の平成２３年決算額により消費税及び地方消費税の申告を行い１５５２万５千

円の消費税の還付により増額となっています。７款 市債 １項 市債 １目 学校給食事業

債につきましては、歳出の施設整備事業費の契約額確定による減額により、関連して１億

９５８０万円を減額するものです。８款 国庫支出金 １項 国庫補助金 １目 学校給食施

設整備事業補助金は当初予算では計上していませんでしたが、学校施設環境改善交付金の補助
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対象として適用されたことにより７１３２万８千円を新規計上しています。 

次に、第２条 繰越明許費についてご説明いたします。２３１ページをお願いいたします。

「第２表繰越明許費補正」をご覧ください。先ほど歳出のところでご説明いたしました潤野・

蓮台寺・鎮西小中学校自校式給食施設整備事業費用地購入費３９１万２千円について用地交渉

が長期化することも予想されるため、年度を超える事態に至った場合の円滑な予算執行を確保

するため繰越明許費の増額補正を行うものです。 

第３条 債務負担行為についてご説明いたします。２３１ページ、「第３表債務負担行為」

をご覧下さい。平成２５年度から自校方式により給食を開始する表に記載の５校の調理業務を

民間委託により長期契約とし実施するため、債務負担行為補正予算を計上するものです。期間

に関して「平成２４年度から平成２７年度まで」とするものが３校、「平成２６度までとす

る」ものが２校としています。これは３年間の契約を基本としていますが、将来の市内全体の

民間委託実施の場合の契約形態を見据え、中学校区を一括りとし、中学校区内の学校について

は、次回契約時には一業者で、一契約で実施したいという考えによるものです。この方針によ

る委託契約を可能とするため、中学校区内で先行して３年契約を行っている学校がある場合は、

次回の契約において同一の委託契約として発注できるように、後発の契約を先行している契約

の終了時点と合わせようとするものです。飯塚第一中学校の限度額の欄をご覧ください。平成

２５年度が１７７５万円、平成２６年度及び２７年度は２１９８万７千円としています。これ

は平成２６年度からの飯塚第三中学校及び菰田中学校の飯塚第一中学校への統合による生徒数

増を見込んでいるものです。 

第４条地方債の変更につきましては、第１条で説明しました施設整備事業費の契約額確定に

よる減額によるものです。 

以上、説明を終わります。 

○委員長 

説明が終りましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ 質疑なし ） 

質疑を終結いたします。 

討論を許します。討論はありませんか。 

（ 討論なし ） 

討論を終結いたします。 

採決いたします。「議案第９８号 平成２４年度 飯塚市学校給食事業特別会計補正予算

（第３号）」については、原案のとおり可決することに、ご異議ありませんか。 

（ 異議なし ） 

ご異議なしと認めます。よって、本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

「議案第１０４号 飯塚市教育事務の職務権限の特例に関する条例」を議題といたします。

執行部の補足説明を求めます。 

○行財政改革推進主幹 

「議案第１０４号 飯塚市教育事務の職務権限の特例に関する条例」について補足説明いた

します。 

議案書の５ページをお願いいたします。本議案は平成２５年度の組織・機構の再編に伴いま

して、教育委員会生涯学習部所管の「学校における体育に関することを除きます、スポーツに

関する事務」を市長が管理し及び執行しようとするものでございます。 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部改正によりまして、平成２０年４月１日か

ら、教育事務のうち学校における体育に関することを除きますスポーツ及び文化財の保護に関

することを除きます文化に関する事務を市長が管理、執行することが可能となりました。 

本市では健康づくりを政策の中核に位置付け、「市民誰もが、生涯にわたり、健やかで幸せ
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に暮らせるまち」すなわち健幸都市の実現を目指しており、今後、市民に向けた様々な展開が

見込まれるところでございます。健康づくりとスポーツの連携は、スポーツ施策の一層の充実、

また、地域活動の促進や高齢者の生きがいづくり、それから健康増進等、市長部局における広

範な施策との連携を強化し、全市的な観点から施策を展開することでさらに前進するものと考

えております。 

なお、スポーツに関する事務は、平成２５年度から市長部局に新たに設置を予定しておりま

す「こども・健康部」の「スポーツ健康課」において行うものとします。施行期日は、平成

２５年４月１日としております。 

また、条例制定に伴いまして、附則におきまして関連する条例であります、体育施設条例の

一部を併せて改正するものでございます。５ページから６ページにその改正文を、７ページに

新旧対照表を掲載しております。内容の説明は省略いたします。 

以上、簡単でございますが、「議案第１０４号 飯塚市教育事務の職務権限の特例に関する

条例」につきまして、補足説明を終わります。 

○委員長 

説明が終りましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

○松本委員 

 ちょっとお尋ねをいたします。これは今まで教育委員会が担当してあった部分を、健康とい

う部分に一緒にするという発想ですよね。それは理解をするんですが、学校における体育に関

すること、これは教育委員会。そうしますと、今まではその子どもたちのですね、いろいろな

スポーツが教育委員会のほうでされておったと思うんですが、これが今度は変わるということ

で、クラブ活動とかが学校にはあると思うんですが、大会だとかそれに付随したもの、それは

教育委員会という判断なんですかね、どうなんでしょう。 

○学校教育課長 

 クラブ活動、部活動につきましては学校教育の中に入っておりますので、今後も教育委員会

でいろいろしていきたいと考えております。 

○松本委員 

 健康に関することでですね、スポーツと合体するというのは理解できるんですが、その学校

の子どもたちに関してですね、今までと特段何かこういうことは不便になるんですがねという

ようなことはないんですかね。 

○行財政改革推進室主幹 

 この趣旨からしても学校に関することについては今までどおり行ってまいりますので、それ

については不都合なとこはないと、今のところ考えています。 

○委員長 

 他に質疑はありませんか。 

（ な し ） 

質疑を終結いたします。 

討論を許します。討論はありませんか。 

（ 討論なし ） 

討論を終結いたします。 

採決いたします。「議案第１０４号 飯塚市教育事務の職務権限の特例に関する条例」につ

いては、原案のとおり可決することに、ご異議ありませんか。 

（ 異議なし ） 

ご異議なしと認めます。よって、本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

「議案第１０６号 飯塚市立小学校設置条例の一部を改正する条例」を議題といたします。

執行部の補足説明を求めます。 



５ 

○学校施設整備推進室主幹 

議案第１０６号についてご説明いたします。 

議案書の１３ページをご覧ください。本案は、提案理由のとおり、平成２５年４月の小中一

貫校頴田校の開校に伴い、現在の頴田小学校の位置が変わりますことから、小学校設置条例中

の位置に関する規定を改めようとするものでございます。 

具体的な内容は新旧対照表でご説明いたします。１４ページをご覧ください。条例別表中、

頴田小学校の位置を、「飯塚市勢田８６０番地」から「飯塚市鹿毛馬１６６７番地２」と改め

るものでございます。 

以上で説明を終わります。 

○委員長 

説明が終りましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ 質疑なし ） 

質疑を終結いたします。 

討論を許します。討論はありませんか。 

（ 討論なし ） 

討論を終結いたします。 

採決いたします。「議案第１０６号 飯塚市立小学校設置条例の一部を改正する条例」につ

いては、原案のとおり可決することに、ご異議ありませんか。 

（ 異議なし ） 

ご異議なしと認めます。よって、本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

「議案第１０７号 飯塚市立小中一貫校頴田校特別教室の目的外使用に関する条例」を議題

といたします。執行部の補足説明を求めます。 

○学校施設整備推進室主幹 

議案第１０７号についてご説明いたします。 

議案書の１５ページをご覧下さい。本案は、平成２５年４月に開校を予定しております、小

中一貫校頴田校の特別教室を学校教育以外の目的に使用させることについて必要な事項を定め

るものでございます。 

条例の内容に入ります前に、本条例制定の趣旨につきましてご説明させていただきます。頴

田校につきましては、ご承知のとおり学校施設以外に公民館、図書館及び児童館との複合施設

として建設が進められておりますが、中でも学校施設と他の施設との共有化を前提に建設計画

が進められました。共有化の検討に当たって、先進事例の研究をはじめ、関係課と検討の結果、

学校施設である特別教室の一部を公民館施設として共有化することが適当であるという結論に

達しました。そこで、公民館としての使用を学校施設の目的外利用として位置付け運用してい

こうとするものでございます。 

それでは、第１条をご覧ください。従来からの目的外使用に関する条例とは別に、頴田校の

特別教室の一部を目的外使用させることについて必要な事項を定めるものとしております。こ

れは、従来の目的外使用条例では、団体登録の手続きを必要とする等、公民館施設として個人

でも自由に使用できるものではないことから、頴田校の特別教室の一部に限り適用する条例を

新たに設け、学校施設としての制限をかけながらも公民館に準じて利用ができるようにするも

のでございます。 

第２条で、目的外使用させる特別教室は、音楽室２、図工室、作法室、調理室２及びコンピ

ューター教室２の５つであることを規定しております。具体的には、公民館棟の２階に建設さ

れる特別教室を指しております。 

第３条に、使用に際しては教育委員会の許可が必要であること、１６ページに続きますが、

第４条には、学校施設として、また公民館として許可を制限しなければならない場合を規定し
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ております。 

次に第５条で、許可を受けた目的外に使用、権利の譲渡、転貸を禁止しております。第６条

には使用許可の取消し、若しくは使用停止に該当する事例の列挙、第７条には使用料、第８条

には使用料の減免について、１７ページになりますが、第９条には使用料の還付について、第

１０条には使用後等の現状回復義務規定、第１１条には損害賠償義務をそれぞれ規定しており

ますが、公民館に準じた規定としております。 

以上で説明を終わります。 

○委員長 

説明が終りましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ 質疑なし ） 

質疑を終結いたします。 

討論を許します。討論はありませんか。 

（ 討論なし ） 

討論を終結いたします。 

採決いたします。「議案第１０７号 飯塚市立小中一貫校頴田校特別教室の目的外使用に関

する条例」については、原案のとおり可決することに、ご異議ありませんか。 

（ 異議なし ） 

ご異議なしと認めます。よって、本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

「議案第１０８号 飯塚市公民館条例の一部を改正する条例」を議題といたします。執行部

の補足説明を求めます。 

○中央公民館長 

「議案第１０８号 飯塚市公民館条例の一部を改正する条例」について補足説明いたします。 

議案書の１８ページをお願いします。提案理由は、頴田公民館の一部を頴田子育て支援セン

ターとして利用し、及び小中一貫校頴田校に頴田公民館を併設することから、本案を提出する

ものであります。 

２０ページの新旧対照表で改正内容をご説明いたします。改正条例の第１条関係では、平成

２５年３月１日より、頴田公民館別館・旧サンシャインかいたの第４研修室を、頴田子育て支

援センターに移行することから、別表の飯塚市頴田公民館使用料の表中、第４研修室を削除す

るものです。 

 次に、２１ページをお願いします。改正条例の第２条関係では、平成２５年度から頴田公民

館を飯塚市立小中一貫校頴田校に併設して開館することから、その位置を「飯塚市勢田

１１２９番地１」から「飯塚市鹿毛馬１６６７番地２」に変更するものです。 

 また、現在の頴田公民館使用料の表中、「中研修室、第１・第２・第３研修室、和室１号・

２号・３号、視聴覚室、調理実習室」を「第１・第２・第３研修室」に改めるとともに、別館

の旧サンシャインかいた内の第５研修室を、第４研修室に繰り上げる改正をするものです。な

お、平成２５年度から新しく設置する「第１・第２・第３研修室」の施設使用料につきまして

は、イイヅカコミュニティセンター内、中央公民館の学習室の平米当たりの使用料単価を適用

して設定をしております。 

 ２２ページをお願いします。施行期日は、改正条例第１条につきましては、平成２５年３月

１日から、第２条は平成２５年４月１日から施行することとしております。併せて第２条の改

正で、使用に関わっては、その適用は施行日以降とし、同日以前の使用については、従前の例

によるものとする。また、施設の使用に関して必要な手続等は、施行日前においても行うこと

ができることとしております。 

 以上で、簡単でありますが、補足説明を終わります。 

○委員長 
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説明が終りましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ 質疑なし ） 

質疑を終結いたします。 

討論を許します。討論はありませんか。 

（ 討論なし ） 

討論を終結いたします。 

採決いたします。「議案第１０８号 飯塚市公民館条例の一部を改正する条例」については、

原案のとおり可決することに、ご異議ありませんか。 

（ 異議なし ） 

ご異議なしと認めます。よって、本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

「議案第１０９号 飯塚市立図書館条例の一部を改正する条例」を議題といたします。執行

部の補足説明を求めます。 

○生涯学習課長 

「議案第１０９号 飯塚市立図書館条例の一部を改正する条例」についてご説明申し上げま

す。 

議案書の２３ページをお願いいたします。提案理由でございますが、頴田小中一貫校への頴

田館併設化に伴い、位置を変更するものでございます。 

議案書の２４ページをお願いいたします。新旧対照表にてご説明いたします。条例第２条第

２項の表中「飯塚市勢田１１２９番地１」を「飯塚市鹿毛馬１６６７番地２」に改めるもので

ございます。附則において、この条例の施行日は平成２５年４月１日からといたします。 

以上、簡単ではございますが、説明を終わらせていただきます。 

○委員長 

説明が終りましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ 質疑なし ） 

質疑を終結いたします。 

討論を許します。討論はありませんか。 

（ 討論なし ） 

討論を終結いたします。 

採決いたします。「議案第１０９号 飯塚市立図書館条例の一部を改正する条例」について

は、原案のとおり可決することに、ご異議ありませんか。 

（ 異議なし ） 

ご異議なしと認めます。よって、本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

「議案第１１０号 旧伊藤伝右衛門邸条例及び飯塚市歴史資料館条例の一部を改正する条

例」を議題といたします。執行部の補足説明を求めます。 

○文化財保護課長 

「議案第１１０号 旧伊藤伝右衛門邸条例及び飯塚市歴史資料館条例の一部を改正する条

例」について補足説明をいたします。 

議案書の２５ペーシをお願いします。提案理由は、旧伊藤伝右衛門邸の開館日を増加し、飯

塚市歴史資料館と開館日を合わせ、連携して観光客の回遊促進を図るため本案を提出するもの

です。 

旧伊藤伝右衛門邸の休館日は、現在、火曜日と水曜日の２日間ですが、それを水曜日の１日

とし、飯塚市歴史資料館については、現在の休館日である火曜日を旧伊藤伝右衛門邸からの来

館者の回遊促進を図るために水曜日に改め、両館の休館日を統一するものです。なお、平成

２５年４月１日から施行する予定です。 

改正内容について、２６ページの資料の新旧対照表により説明いたします。右側が現在の条
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例で、左側が今回の改正案です。 

まず、旧伊藤伝右衛門邸条例の一部を次のように改正します。第３条第２号中「火曜日及

び」を削り、「該当日」を「水曜日」に改めます。 

次に、飯塚市歴史資料館条例の一部を次のように改正します。第５条の第２号については、

条文を「水曜日（前号に掲げる期間を除く。法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休

日にあたるときは、休館しない。）」を全面的に改め、旧伊藤伝右衛門条例第３条第２号と同

じ条文とし、両者の整合性を図りました。なお、付則として、「この条例は、平成２５年４月

１日から施行する。」を追加します。 

 以上で、説明を終わります。 

○委員長 

説明が終りましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ 質疑なし ） 

質疑を終結いたします。 

討論を許します。討論はありませんか。 

（ 討論なし ） 

討論を終結いたします。 

採決いたします。「議案第１１０号 旧伊藤伝右衛門邸条例及び飯塚市歴史資料館条例の一

部を改正する条例」については、原案のとおり可決することに、ご異議ありませんか。 

（ 異議なし ） 

ご異議なしと認めます。よって、本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

「議案第１１７号 飯塚市廃棄物の減量及び処理の適正化等に関する条例の一部を改正する

条例」を議題といたします。執行部の補足説明を求めます。 

○環境施設課長 

「議案第１１７号 飯塚市廃棄物の減量及び処理の適正化等に関する条例の一部を改正する

条例」について補足説明いたします。 

議案書の４７ページをお願いします。今回の条例改正は、地方分権一括法の施行による廃棄

物処理法第２１条第３項の改正に伴い、「技術管理者の資格」を条例で定めるものであります。 

一括法では、国は、市町村が設置する一般廃棄物処理施設に置く技術管理者にあっては、環

境省令に定めていた資格基準、廃棄物処理法施行規則第１７条の規定を参酌して、条例に定め

るようにとしております。参酌とは十分に参照しなければならないというという意味であり、

飯塚市では環境省令の一部の記述を除いた、省令どおりの技術管理者の資格基準を条例第

１２条の２として加え、条例案として上程しております。 

環境省令どおりとした理由につきましては、一般廃棄物処理施設の技術管理者の資格基準が、

第１に市民生活に直接影響を与えるものでないこと、第２に現在のところ資格基準に市独自の

要件を加える特段の事情がないこと、第３に産業廃棄物処理施設の技術管理者にあっては従来

どおり環境省令に定められた資格基準で選任されるということであります。 

削除につきましては、環境省令で定めた技術管理者の資格基準の中に、旧大学令及び旧専門

学校令の記述がありますが、これらの勅令は学校教育法が成立した昭和２２年に廃止さており、

これらにあてはまる学生は現在では８０歳を超える高齢となるため、資格基準に加える必要性

に欠けると判断したため、条例案から削除しております。 

また、一括法による条例制定・改正は、地域の実情にあったサービスを考える上で、市民の

意見を聞く重要性が議論され、省令を参酌して条例を定めるということから、市のホームペー

ジや本庁の案内等で平成２４年１０月１０日から３１日までの期間で、この条例案を開示して

市民に意見募集を行いましたが、市民からのご意見はあっておりません。 

 技術管理者の資格基準は、条例第１２条の２第１項、第１号及び２号で技術士、第３号で環
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境衛生指導員、学校教育法に基づく大学は第４号及び５号、短期大学又は高等専門学校は第

６号及び７号、高等学校又は中等教育学校は第８号及び９号で、修了した科目と廃棄物の処理

に関する技術上の実務に従事した経験年数ごとにそれぞれ規定しております。また、第１０号

で実務に従事した経験年数１０年以上、第１１号で各号に掲げる者と同等以上の知識及び技能

を有すると市長が認める者を規定しております。その要件としましては、財団法人日本環境衛

生センター主催の技術管理者講習を修了した者と考えております。なお、この条例の施行は平

成２５年４月１日であります。 

４９ページ、資料の新旧対照表については説明を省略させていたただきます。 

 以上簡単ですが、議案第１１７号の説明補足を終わります。 

○委員長 

説明が終りましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ 質疑なし ） 

質疑を終結いたします。 

討論を許します。討論はありませんか。 

（ 討論なし ） 

討論を終結いたします。 

採決いたします。「議案第１１７号 飯塚市廃棄物の減量及び処理の適正化等に関する条例

の一部を改正する条例」については、原案のとおり可決することに、ご異議ありませんか。 

（ 異議なし ） 

ご異議なしと認めます。よって、本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

お諮りいたします。案件に記載のとおり、執行部から４件について報告したい旨の申し出が

あっております。報告を受けることにご異議ありませんか。 

（ 異議なし ） 

ご異議なしと認めます。よって、報告を受けることに決定いたしました。 

「飯塚市空き家等の適正管理に関する条例施行規則及び飯塚市老朽危険家屋解体撤去補助金

交付要綱の制定について」の報告を求めます。 

○市民活動推進課長 

平成２４年９月議会で議決をいただいた飯塚市空き家等の適正管理に関する条例を運用する

にあたり、同条例施行規則及び飯塚市老朽危険家屋解体撤去補助金交付要綱を制定しましたの

でご報告いたします。 

まず、飯塚市空き家等の適正管理に関する条例施行規則についてご説明いたします。資料

１をご覧ください。本施行規則は、飯塚市空き家等の適正管理に関する条例の施行に関し必要

な事項を定めたものです。第２条では、飯塚市空き家等の適正管理に関する条例で規定する実

態調査の方法について定め、第３条から第６条では助言、指導、勧告、命令、公表関連の様式

等について定めております。第７条では、条例第１４条で規定した「飯塚市空き家等審議会」

の組織について定めており、審議会委員については、法律の専門家である弁護士、建築の専門

家である建築士、建築構造物を専門とする学識経験者、防犯・防災の面から警察署職員、消防

署職員に委嘱を行うこととしております。なお、弁護士としては福岡県弁護士会筑豊支部へ、

建築士としては福岡県建築士事務所協会筑豊支部へ、学識経験者としては近畿大学産業理工学

部へ、また、飯塚警察署、飯塚地区消防本部へそれぞれ内諾を頂いており、条例が施行される

平成２５年４月１日以降に委嘱を行うこととしております。第８条と第９条では審議会の運営

について定めております。なお、施行規則における様式につきましては、資料１の３ページ以

降に添付いたしております。 

次に、飯塚市老朽危険家屋解体撤去補助金交付要綱についてご説明いたします。資料２をご

覧ください。本要綱は、条例第１２条で規定した「助成」について必要な事項を定めたもので
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ございます。第３条では、補助対象者を規定しておりまして、補助対象者は老朽危険家屋の所

有者等で、市税の滞納がないもの及びその委任者と定めています。補助対象者については、所

得制限を設けず、１件でも多くの老朽危険家屋の問題が解消し、本条例の目的である市民の生

活環境の保全及び安全・安心、防犯・防災のまちづくりを推進することに繋げていきたいと考

えております。第４条では、補助対象となる老朽危険家屋を規定しています。 

３ページの下段から４ページに続く「別表（第４条関係）」をあわせてご覧ください。この

別表は、住宅地区改良法の不良住宅判定をするための外観目視判定表を用いており、その評定

は本市技術職員が行います。この合計点数が１００点以上になった場合が、補助対象の老朽危

険家屋となります。第５条、第６条では、補助対象経費及び補助金の額を規定しており、老朽

危険家屋の解体及び撤去に要した経費を補助対象経費とし、補助金の額は補助対象経費の２分

の１以内、５０万円を限度といたしております。この５０万円の算出根拠につきましては、平

成２０年度の住宅・土地統計調査の調査項目に「１住宅あたり延べ面積」がございます。この

項目における飯塚市の平均は１２３．６３平方メートルですが、この面積に対し、全国の解体

平均費用１平方メートルあたり約９千円を乗じ、さらに福岡県の解体費用は全国平均より若干

割安ですので、さらに１割減とし、１件あたりの解体費用を約１００万円と見込み、その２分

の１の５０万円を補助金の上限額としております。年間の受付件数は１５件程度と見込んでお

ります。 

第７条から第１１条では、補助金の交付についての事務手続き等について規定をいたしてお

り、老朽危険家屋の所有者等から解体撤去に対し、要綱に規定した補助金申請書類等の提出が

あれば、その内容を空き家等審議会において補助金交付の適否について審査を行います。また、

その後の交付決定、完了報告、補助金額の確定、補助金の請求までの一連の流れを規定してお

ります。また第１２条では交付決定の取消し又は返還について規定しております。 

続いて、空き家等の適正管理に関する条例の周知に関するスケジュールについてご説明いた

します。資料３をご覧ください。表上段に記載しております「規則、要綱の告示」につきまし

ては、１２月７日に行なっております。表中段の「空き家条例に関する専用ホームページ開

設」につきましては、現在、飯塚市空き家等の適正管理に関する条例の逐条解説、及び老朽危

険家屋解体撤去補助金等について準備を行っており、１月の早い時期の掲示に向け事務を進め

ています。表下段の「市報等による周知啓発」につきましては、２月１日号の市報に本件につ

いての記事を掲載し、また、補助金申請の受け付けを始める４月１日号に再度掲載を行うこと

としております。また、併せて自治会連合会等におきまして本件の周知を図っていくこととし

ております。 

平成２５年度の補助金関連の基本的スケジュールとして、４月から５月に第１回目の補助金

の申請を受け付け、６月に空き家等審議会を開催して交付決定を行い、８月から９月に第２回

目の申請を受け付け、１０月に審議会を開催して交付決定を行うこととしております。補助金

交付を２回に分けて行う理由としては、申請が一時期に集中しないこと、予算の範囲を考慮し

年間を通じて対応するためと考えております。なお、審議会の開催にあたっては、緊急性等に

応じて適宜開催することとしております。 

以上、簡単ではございますが、説明を終わらせていただきます。 

○委員長 

 報告が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

○鯉川委員 

 ２点ほど確認させてください。資料２のですね、６条の３、補助金の交付は同一敷地内につ

き１回限りとする。所有者が変わった場合はどうなるんですか。 

○市民活動推進課長 

 この件につきましては、まず解体をして撤去するということで、そこの敷地内に長い間家は
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建たないだろうというふうに考えておりますので、敷地内で１回というふうに考えております。 

○鯉川委員 

 それはあなたの考えでしょう。建物を崩した。そして更地になったら売った。売って、次の

買いたい方が買って、例えば建築業者が倉庫みたいなぼろいやつを建てて、倉庫みたいのだっ

たら台風なんかが来たときにはかなり傾いたり、老朽化が激しい。１０年ぐらいで老朽化した

ときに所有者が違うのに、この敷地分は所有者が違うんですよ、でも１回補助金を受けている

からあなたには出せないよと、これは不公平じゃないですか。 

○市民活動推進課長 

 この交付要綱につきましては、重々他の先進事例等も勘案してつくったところでございます

が、初年度ということもございまして、来年度以降この交付要綱とか条例、施行規則も随時時

代の流れを勘案しまして見直しは必要となってまいります。 

○鯉川委員 

 先進事例を参考にしたというのはわかるけど、あなたの考えはどう思われます。不公平じゃ

ないですか。 

○市民活動推進課長 

 当課の考えとしましては、１０年で老朽危険家屋になるというふうな想定は今のところして

おりませんので、そのようなことはいま現在この中にはうたい込んでいません。 

○鯉川委員 

 あまり言いたくないですけども、１０年ということじゃなしに、条例というのは長期にわた

ってするわけでしょう。１０年とか２０年とか短絡的なことでするわけじゃないから、例えば

３０年経って危険家屋になったときに、そのときにまた考えるということじゃなしに、所有者

が変わった場合は別個の問題として入れておくほうがいいんじゃないかなと思うんですけども、

先進事例がこうなっていたからそうしたというのは、私おかしいような気がするんですけど、

どうですか。部長、後ろを向いて言われていたけど。 

○市民環境部長 

 委員ご指摘のとおり、この条例、規則、補助金要綱の基本的な考え方は、いろんな場面でお

話をさせていただいておりますとおり、あくまでも市民生活を脅かすような老朽危険家屋があ

ってはならないということを基本といたしておりますので、ご指摘の件につきましては対象と

いうふうに考えたいと思っております。 

○鯉川委員 

 対象と考えたいということは、所有者が変わったら同じ敷地であっても補助金の対象になる

という理解でいいんですか。 

○市民環境部長 

 そのとおりでございます。 

○鯉川委員 

 それだと何らかの形でうたっておかないと、これを読む限りでは「同一敷地内につき１回限

り」と書いてあるから、そこら辺は読み取れないんじゃないですかね。 

○市民環境部長 

 要綱のそれぞれの条文につきましては、いま一度精査したいと考えております。 

○鯉川委員 

 それでは、第７条の７番目、老朽危険家屋の所有者等と老朽危険家屋の存する土地の所有者

が異なる場合は、土地の所有者の同意書がいると。この目的というのは元々が１件でも老朽危

険家屋の解消ということであるならば、老朽危険家屋の所有者の印鑑さえあれば土地の所有者

というのは１００％倒してほしいと思われていると思うんですよ。老朽家屋が建っている敷地

というのは、意外と亡くなってある方とか、所有者が大勢いる場合なんかがあるんですよ。な



１２ 

かなかその所有者の印鑑までとれと言われたら、とれない場合も出てくるんじゃないかなと思

うんですけども、この７番目の条項というのが要るのかなという素朴な疑問があるんですけど、

そこら辺はどうなんですか。 

○委員長 

 資料２の１３条の補則のほうにですね、「この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市

長が別に定める。」ということでありますので、そっちのほうでも対処できるのではなかろう

かと思うんですが、どんなふうですか。鯉川委員の判断は。 

○鯉川委員 

 前の質問についてはそれでわかりますけど、今の質問についてはどうなのかなと。 

○市民活動推進課長 

 質問者のおっしゃるような案件も今後出るかと考えております。しかしながらここに載せて

いる分につきましては、やはり家屋の所有者と土地の所有者、この間で賃貸借等の何らかの契

約等もあっていると考えております。さらに家屋がなくなることで税金の減額がなくなるとい

うような問題もございますので、土地の所有者の同意が必要と考えております。 

○鯉川委員 

 最後にあと１点だけ、年間に大体１５件程度じゃなかろうかと、そういった件数を見込んで

いるということを言われましたけれども、仮にその１５件というのが２０件になったりとか

３０件になったりした場合は、それはそれで補助金が出るわけですよね。ソーラーパネルのよ

うに申し込んだときに、いっぱいだから補助金は出ませんよというようなことにはならないわ

けですよね。 

○市民活動推進課長 

 この補助金に関しましては１５件を想定しておりまして、危険性とかですね、そういう緊急

性というのも審議会の中で審議をしていただきます。優先順位も出てくると思います。さらに

この中で十分私どもも危険な家屋というのは把握しておりますので、そういうとこになるべく

周知を図りながら行っていきたいと思いますし、その案件につきまして非常に危険である、緊

急性があるという場合につきましては、適宜対応していきたいと考えております。 

○鯉川委員 

 率直に言っていただいていいんです。例えば１５件で想定しているから、それが倍の３０件

になった場合は優先順位で１５件しかしないのか、例えば危なかったら３０件までやるのか、

そこら辺を聞いているんです。 

○副市長 

 この条例の制定目的を課長が言いましたように、市民生活の安全安心を守るという原則に立

っておりますので、ただある程度の数は把握してますけども、どの程度申請が出てくるかわか

らないので、予算措置は例えば初年度は１５件しても、実際に申請があれば、十分に全部片づ

けるような措置をしたいというふうに考えております。 

○委員長 

 他に質疑はありませんか。 

（ な し ） 

質疑を終結いたします。本件は報告事項でありますので、ご了承願います。 

次に、「財政見通しについて」の報告を求めます。 

○行財政改革推進室主幹 

 本市の普通会計における財政見通しについての説明をさせていただきます。今後の財政見通

しを立てる上で、合併特例債を活用した事業は非常に大きく重要なものでございますので、そ

の説明を先にさせていただきます。 

資料の４ページをお願いいたします。「３．合併特例債等を活用した公共施設等の整備概
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要」についてご説明いたします。整備の対象となります施設は、公共施設等のあり方に関する

第一次及び第二次実施計画、その他行政計画等において、公共施設等として存続することが決

まっている公共施設、移譲等が予定されている施設で、整備が必要な施設とします。ただし、

運営方針等が決まっていない施設は、方針決定後に整備を検討することにしており、今回対象

としていません。また、緊急な整備を必要としない都市公園等の整備は対象としていません。

整備の期間は、合併特例債等の活用を前提としていることから、平成２４年度から繰り越しと

いう形を使いまして、平成３３年度の１０年間とし、それぞれ５年間で区切り、前期、後期に

分けて整備を行います。整備対象施設を検討するうえで考慮すべき事項としましては、既に行

政計画において整備が決定している施設であるかどうか、災害時に重要な役割、機能等を果た

す施設であるかどうか、市民の利用が多い、代替施設がないなど重要な施設であるかどうか、 

以上の事項を考慮いたします。 

整備手法の考え方としましては、公共施設の整備は、個々の施設の老朽化や立地の条件等に

より異なりますが、原則耐震基準を基にした整備手法とします。まず一つ目の区分ですが、旧

耐震基準以前の建築物、これは昭和４５年１２月以前に建築許可を受けた施設で、これにつき

ましては、建て替え又は耐震診断の結果によっては耐震補強による整備を原則とします。次に、

新耐震基準以前の建築物、昭和５６年６月以前に建築許可を受けた施設でございますが、これ

につきましては、耐震診断を行い、耐震補強による整備を原則とします。次に、新耐震基準の

建築物、昭和５６年７月以降に建築許可を受けた施設、これにつきましては、新耐震基準を満

たしていることから、原則耐震補強等、施設本体の整備は行わないが、管理運営に支障をきた

すような設備の改修、増築等の整備を行います。 

次に事業費の概要についてご説明いたします。５ページをお願いいたします。この事業費の

概要は、平成２４年度以降の事業における公共施設の整備、浸水対策、中心市街地活性化、及

び水道事業等の各事業につきまして、合併特例債などを活用した事業を一覧表にまとめたもの

でございます。公共施設の整備につきましては、各施設の区分ごとに、整備時期、これは前期

が２４年度から２８年度、後期を２９年度から３３年度としております。及び対象施設、事業

費、財源を記載しています。財源につきましては、国県の支出金、合併特例債、その他の財源、

一般財源の４区分にいたしております。なお、その他の財源は、学校債や過疎債などを活用す

ることとしています。公共施設の区分では、小中学校、地区公民館、文化・スポーツ施設、医

療施設、子育て・社会福祉施設、衛生・環境施設、市営住宅、その他の施設、これは市役所本

庁舎でございますが、そういった区分といたしております。中段に記載しています公共施設の

整備の計は、５２５億８千万円で、合併特例債を３０３億５７００万円活用する予定でござい

ます。 

次に、公共施設以外の事業費でございますが、浸水対策事業の建設関連事業、防災関連事業、

いずれも短期事業でございますが、合わせまして６７億４９００万円、中心市街地活性化関係

で６０億４００万円、この事業は、休日夜間急患センターを公共施設の整備で計上しておりま

すことから、ここからは除いております。次に、水道事業会計出資金が１８億３２００万円と

なっています。また、平成２３年度までにすでに活用済みの合併特例債事業の事業費は７１億

６００万円、合併特例債活用額は６７億８２００万円となっています。合計のＡ欄ですが、全

体事業費は７４２億７１００万円で、財源内訳は国県支出金が１００億６８００万円、合併特

例債が４７２億６７００万円、学校債や過疎債などのその他の財源が１１４億４７００万円、

一般財源が５４億８９００万円となります。また、合計の下のほうに記載しておりますように、

今回の整備費は平成２４年度から平成３３年度までの計画事業でございますが、２４年１２月

補正予算時点で５億９３００万円の未執行分がありますので、合計額からその未執行額を差引

き、Ｃ欄の合併特例債活用現在予定額は４６６億７４００万円となります。また、Ｄ欄の合併

特例債限度額は４６４億６千万円でございますので、差引きしますとＥ欄でございますが、
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２億１４００万円の超過となります。なお、枠外に※印で記載しておりますように、合併特例

債限度額超過分につきましては、今後事業を執行する中で調整をしてまいりたいと考えており

ます。 

以上が、合併特例債等を活用した公共施設等の整備概要でございます。 

○財政課長 

続きまして、ただいま行財政改革推進室から説明のありました「公共施設等の整備費」を組

み入れたところの財政見通しについてご説明させていただきます。提出しております財政見通

しは、資料の表紙に記載しておりますように、一般会計と３つの特別会計を合わせた普通会計

でお示ししております。基準年度は、平成２４年度とし決算見込額に増減要素、特殊要素を加

味し、設定をいたしております。 

１ページをお願いします。財政見通し推計条件（概要）の主な項目について、ご説明いたし

ます。まず、歳入の市税につきましては、基準額に人口推移をふまえて推計しており、固定資

産税評価替による影響は、平成２７年度以降２億円減額するとして推計いたしました。地方交

付税のうち普通交付税は、平成２４年度の決算見込額、決定額でございますが、これから特殊

要素である地域経済・雇用対策費分、及び別途試算しております生活保護扶助費分を除いて基

準額を設定し、平成２５年度以降は以下に記載しております市税減見込み、国勢調査人口の推

移、生活保護費等の扶助費の増額、国民健康保険特別会計等への繰出金増、地方債の償還見込

額、及び合併算定替え終了などによる影響額を基準額に加算して推計いたしました。その他の

欄の国庫・県支出金は、扶助費分については歳出の伸び率を乗じた額で推移するものとし、国

民健康保険税改正に伴う繰出金影響額を加算し、普通建設事業費分は過去の実績をふまえた額

を加算するなどして推計しております。また、地方債につきましては、それぞれの事業費ごと

に充当率を設定し推計いたしました。 

次に歳出ですが、義務的経費の人件費につきましては、平成２５年度以降の定年退職者と同

数の補充、新規採用があるものとして推計しております。職員数の８０４人は平成２４年４月

１日現在の普通会計職員数でございます。扶助費は、平成２４年度決算見込額を基準額とし、

平均伸び率を乗じた額で推移するものとして推計しております。公債費は、平成２３年度以前

の借り入れ分、すでに借り入れた分の償還額に平成２４年度以降借り入れ分の償還見込額を加

算いたしております。その他の欄の補助費等につきましては、普通交付税を算定の基礎として

いるものについてはその算定に合わせた推計をし、一部事務組合負担金で公債費が算定の基礎

となっているものがございますが、それにつきましては、その増減額を加算した推計をいたし

ております。特別会計の繰出金は、公債費の増減額、医療保険給付費等の過去の増減率をふま

えて推計いたしました。投資的経費の普通建設事業の通常分につきましては、平成２４年度決

算見込額と同程度の２４億円で推移するものとしております。特別事業分につきましては、先

ほど説明のありました「合併特例債等を活用した公共施設等の整備概要」に基づき設定いたし

ておりますが、このうち水道事業会計、及び病院事業会計の出資金分につきましては別途試算

しており、市営住宅整備費は通常分に含んでおります。また、投資的経費のその他として、電

算システムリプレイス費用につきまして、前回のリプレイス費用を５年で除した額４億円を平

成２７年度以降に毎年度加算して推計いたしました。なお今回の推計条件には、表の下に記載

しておりますように、災害復旧事業費とその特定財源、歳入における寄附金、及び繰越事業充

当財源繰越額は除外をいたしております。また、消費税税率改正の影響については、改正後の

制度が不明確なため歳入、歳出ともに反映しておりません。 

２ページをお願いします。ただいまご説明いたしました推計条件に基づきまして、普通会計

の財政見通しを、①通常分と②特別事業分に分けまして、区分ごとに推計値を記載いたしてお

ります。通常分の歳入合計から歳出合計を差引きましたＡの欄を見ていただきますと、平成

３１年度までは何とか黒字で推移しておりますが、合併算定替え終了の影響などにより平成
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３２年度以降財源不足の状態となっております。特別事業分につきましては、歳出には各事業

費及び公債費を記載いたしております。歳入には特定財源である国庫・県支出金、地方債及び

公債費に係る普通交付税算入額を試算して計上いたしております。歳入から歳出を差引きまし

たＢの欄を見ていただきますと、特別事業分につきましては、毎年度財源が不足することとな

ります。 

次の３ページに③で全体分を記載しておりますが、一番上の行の通常分と特別分を合せまし

た歳入歳出差引額のＡプラスＢの欄では、平成２７年度から財源不足の状態となり、２つ下の

枠内に記載の財政調整基金と減債基金の平成２４年度末残高見込み額の１０５億円を取り崩し

て財源調整をすることとなりますが、平成３３年度以降はこの基金での財源調整ができない状

況となります。これを解消するための行革の取り組みにつきましては、行財政改革推進室のほ

うから再度ご説明いたします。 

○行財政改革推進室主幹 

合併特例債等を活用しました事業費を入れたところでの財政見通しにつきましては、財政課

長が説明いたしましたとおり、平成２７年度以降、収支はマイナスとなり、財政調整基金、減

債基金を取り崩しても、平成３３年度には調整ができない状態となってまいります。そのよう

なことから、更なる行財政改革が必要でございます。そのことについてご説明いたします。 

 現在、行財政改革実施計画（第一次改訂版）に取り組んでおりますが、この計画は平成

２１年度から平成２５年度までとなっておりますことから、今後の財政見通しを見た中で更な

る取り組みが必要と考えております。資料の３ページをお願いします。一番下の参考２に行革

効果見込額の内訳を記載しておりますが、区分の一番上が現在取り組んでおります行財政改革

実施計画（第一次改訂版）の今後の効果見込額でございます。その下でございますが、「定員

管理及び給与の適正化」という表現で書いておりますが、内容としましては、組織機構の見直

し、職員の再任用・非常勤嘱託化、業務の民間委託化、退職勧奨の実施など平成２６年度から

平成３４年度までの職員の削減等の効果額を見込んでおります。なお、組織機構の見直しでは、

平成２８年度には学校再編、中活、庁舎建設等の主な事業が終息することにより、部、課の統

廃合を行い、平成２５年度と比較しまして、いま現在考えているところでございますが、１部

７課程度を減らす予定としております。 

次に、その下の「公共施設等の統合整理等」につきましては、公共施設等のあり方に関する

第一次実施計画等に基づきます今後の効果額を見込んでおります。また、歳入確保としまして、

土地の売払収入や、さらなる税や使用料等の徴収率の向上としての効果額を見込んでおります。 

合計の欄でございますが、平成２５年度が１億１千万円、その後、徐々に効果が出まして、平

成３４年度では１１億２千万円の効果額を見込んでおります。この行財政改革の効果見込額を

このページの３の全体分のところですが、歳入合計から歳出合計を差し引きしましたＡプラス

Ｂの欄の下の「行革効果見込額」に記載しております。そして、その次の欄の「行革効果見込

額算入後の歳入歳出差引額」では、平成２４年度から平成２７年度までは黒字となっておりま

すが、平成２８年度からは赤字となり、平成３０年度では１４億９千万円の赤字、その後は行

革効果により、平成３４年度には１億９千万円の赤字となる見込みでございます。また、その

下の財源調整の欄でございますが、財政調整基金、減債基金の取り崩額を示しています。次の

財政調整基金・減債基金の年度末残高は平成２４年度見込が１０５億円で平成３４年度では、

６３億７千万円となる見込みでございます。なお、中段のところに市債の年度末残高を記載し

ておりますが、平成２４年度では５４２億４千万円、平成２８年度には７８８億２千万円と

ピークになり、その後、徐々に減少していき、平成３４年度には６８８億円となる見込みでご

ざいます。 

以上で財政見通しについての説明を終わります。 

○委員長 
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 報告が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ 質疑なし ） 

質疑を終結いたします。本件は報告事項でありますので、ご了承願います。 

次に、「消費生活センターの広域運営について」の報告を求めます。 

○市民活動推進課長 

「消費生活センターの広域運営について」ご報告いたします。 

消費生活センターは、消費生活に関する苦情相談を受け、その解決に向けた助言や情報提供、

また消費者トラブルの注意喚起や啓発などを行う機関でございまして、飯塚市消費生活セン

ターは、昭和５０年４月より福岡県消費生活センターのサブセンターとして立岩公民館３階に

設置され、筑豊１５市町村を管轄区域として広域相談業務を行ってまいりました。 

消費者庁創設に見られますように、国のレベルでも地方消費者行政の強化策がとられており、

平成２１年９月施行の「消費者安全法」においても、消費者の安全確保や苦情処理については、

市町村の事務と明記され、消費生活相談については市町村窓口で対応することが定められまし

た。 

また、県においては「福岡県消費者行政活性化計画」が策定され、「県内主要市において、

消費生活センターの開設又は拡充を図り、単独での相談窓口の設置が困難な市町村については、

複数の市町村による共同設置を含め、全市町村での身近な相談体制の整備を目指すこと」、

「消費生活相談窓口の開設・拡充のために計画的・集中的に相談員の養成を行い、また相談員

のレベルアップを図ること」、「地域に密着した啓発事業の強化を図ること」などが消費者行

政活性化の方針として示され、平成２１年度以降、広域化への働きかけや相談員の養成、レベ

ルアップ研修等が集中的に実施されました。 

また、この計画の中で、平成２３年度末をもってサブセンターを廃止する方向性が示された

ことから、本市といたしましては、県に対し存続の要望を行うとともにサブセンターが廃止さ

れた場合の今後の方向性について、近隣市町である嘉麻市、桂川町のとの協議をすすめており

ました。 

その協議結果として、「行政間の情報共有が重要であること」、「消費生活センター運営に

おける事業費の費用対効果を勘案した場合、事業の質の確保と財政面でのメリットがあるこ

と」から、飯塚市消費生活センターを嘉麻市、桂川町の住民の方にも利用していただき、消費

者相談体制の充実を行うことが、最も望ましいとの合意に至っておりました。 

また、その間に県のサブセンターの廃止が１年間延長され、平成２４年度末をもって廃止が

決定したことによりまして、今後は平成２５年４月１日からの２市１町での消費生活センター

の運用に向け、事務協定等の手続きを進め、嘉麻市、桂川町を含めた広域的視点に立って、悪

質商法等の被害防止に向け、効果的な相談窓口の周知、広報及び地域に密着した啓発事業の強

化を図り、消費者行政の強化、充実を行ってまいりますので、ここにご報告をいたします。 

○委員長 

 報告が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ 質疑なし ） 

質疑を終結いたします。本件は報告事項でありますので、ご了承願います。 

次に、「幼稚園における個人所有の歯列矯正器具の焼失事故について」の報告を求めます。 

○学校教育課長 

「幼稚園における歯列矯正器具の焼失事故について」ご報告いたします。 

本事故は、平成２４年１１月１６日、庄内幼稚園で焼き芋パーティーを行っていたところ、

焼き芋の皮を捨てるために敷いた新聞紙の上に当該園児が歯列矯正器具をはずして置いており

ましたが、当該教諭がその存在に気付かず、当該器具をごみとともに誤って燃やし、焼失させ

たものでございます。 
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本件は、当該教諭が当該園児の行動を把握できていなかったこと及びごみに混入物がないか

の確認を怠ったことが主な原因であると考えられます。 

なお、この事故に係る損害賠償については、現在、当該園児の保護者と協議中でありますの

で、協議が整い次第ご報告いたします。 

 以上簡単でございますが、報告を終わります。 

○委員長 

 報告が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ 質疑なし ） 

質疑を終結いたします。本件は報告事項でありますので、ご了承願います。 

これをもちまして市民文教委員会を閉会いたします。お疲れさまでした。 

 


